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第4回生活保護システム等標準化検討会 次第

＜⽇時・場所＞

令和7年3⽉7⽇（⾦） 16:30〜18:30 オンライン開催（Zoom）

＜議題＞

I. 開会

II. 議事

1.第4回有識者検討会の⽬的

2.未来の業務のあり⽅WTの検討結果

3.次年度の検討事項（事務局案）

III.閉会

＜配布資料＞

資料１ 事務局資料（本紙）

説明資料
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1.第4回有識者検討会の⽬的

1.1. 第4回有識者検討会の⽬的・ゴール

 本日は、未来の業務のあり方WTの検討結果について、検討会委員の皆様にご説明します。
 また、次年度の検討事項（事務局案）について、ご説明します。

① 未来の業務のあり⽅WTにおける検討結果について、WT参加者以外の検討会委員も同じ認識を持つこと

② 次年度の検討事項について、検討会委員が同じ認識を持つこと

説明資料

第4回有識者検討会の⽬的・ゴール
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2.未来の業務のあり方WTの検討結果

2.1. 現⾏の⽣活保護業務における問題

n ⽣活保護業務における問題は、連携⽅法・内容の問題、事務処理・業務の⽅法、 CWの役割・経験に分類できるこ
とがWTの議論によって分かりました。

説明資料

事務処理・業務の⽅法の問題

• ⽣活保護システムの情報を持ち出すことがで
きない

• 定型的なシステム操作に多くの時間を要し
ている

• 債権決定処理そのものに時間を要している
• 他の地域の地⽅銀⾏などでは市独⾃の納

付書の様式の取り扱いが出来ないことがある

CWの役割・経験の問題

• ⾃⽴の助⻑⽀援と債権回収をケースワー
カーが両方担うと、被保護者との関係性に
影響が生じる可能性がある

• 能⼒や経験に差があり、業務処理時間にム
ラが生じている

• 第63条返還⾦と第78条徴収⾦のいずれを
適用するか判断が難しい

• ⾃⽴更⽣費に該当するかの判断が難しい

⾦融機関・⽣命保険会社 庁内他部署

医療機関等

• 医療機関等の関係機関から必要な情報を
得ることが出来ていない

• ⽀払基⾦や介護事業所等の庁外との情報
共有を⾏うことがケースワーカーの時間的負
担になっている

• 医療要否以外にも主治医へ意⾒を求める
機会があるが、様式が存在しない

国・都道府県・他⾃治体

• 電話等で情報を確認することが多く、ケース
ワーカーの時間的負担になっている

• 庁内および庁外の他機関に対して頻繁に調
査を⾏っており、時間的負担になっている

• 都道府県等への確認⼿段が書類、もしくは
電話のため、時間的負担となっている

• 庁内他部署および庁外の他機関に対して
頻繁に調査を⾏っており、時間的負担になっ
ている

• 預貯⾦や加⼊⽣命保険等の照会に関して、
保護開始決定の必要なタイミングに照会結
果が分からないことが多い

連携⽅法・内容の問題

第6回WT資料再掲
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2.未来の業務のあり方WTの検討結果

2.2. ⽣活保護業務の効率化・改善の⽅向性

 前項の問題に対する業務効率化・改善の⽅向性を、「照会業務や定型業務の時間を減少し、CWの育成や被保
護者への対⼈援助（ケースワーク）という役割に注⼒していくこと」とWTにおいて設定しました。

説明資料

CWの能⼒向上
• ⽣活保護法制度の理解
• 他法他施策の理解
• 相談援助技術

他機関・庁内他部署CW

定型的事務処理
（⼀時扶助⽀給・ケース記録作成等）

対⼈援助
（訪問、家計改善⽀援、
通院付き添い 等）

他機関や庁内他部署に対する照会・情報収集

訪問準備・定型的事務処理

訪問準備
（情報持出・訪問連絡等）

CWの育成

被保護者に対する対⼈援助

時間の減少 時間の増加

被保護者CW

照会・情報収集

CWの育成・被保護者に対する対⼈援助へのシフト
効率化・改善のコンセプト

第6回WT資料再掲
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2.未来の業務のあり方WTの検討結果

2.3. 次年度以降のWTの進め方

n 前項で⽰した業務効率化・改善の⽅向性をどのような⼿段を⽤いて実現するか、実現に向けての課題や制約事項
にどのように対応するかは、次年度以降に検討します。

説明資料第6回WT資料再掲

ステップ①（業務効率化・改善の余地の意
⾒収集）

ステップ②（業務効率化や改善に向けた課
題・課題への対応⽅法・効率化された⽣活

保護業務像の整理）

ステップ③（効率化・改善された⽣活保護業務の実現に向けた⽅法の議論・実
現のための課題の議論・標準仕様書の改版）

成果物

 収集した意⾒・議論の結果を踏まえて、問
題点を可視化した業務フロー

ü 解決⽅法・解決⽅法実現のための課題を整理した資料
ü 効率化・改善された⽣活保護業務の標準仕様書

 生活保護業務の問題点、解決方法
（アビーム案）を整理した資料

 効率化・改善の観点を踏まえて効率化され
た生活保護業務像

本編 別紙1
業務フロー

別紙2
機能・帳票要件

別紙3
帳票⼀覧

別紙4
帳票詳細要件

別紙5
帳票レイアウト

標準仕様書 2.x版案

 現⾏業務において、効率化や改善の余地
がある部分はどこか

ü 効率化された⽣活保護業務像の実現に向けた解決⽅法は何か
ü 解決⽅法の実現に向けた課題・制約事項にどのように対応するか
ü 標準仕様書を、いつ、どのように改定するか
（※検討会における他の検討事項の状況も考慮しつつ、検討を進める予定）

ü 効率化・改善された⽣活保護業務を実現
するための課題（現状と理想とのギャップ）
は何か

論点

今年度のWT 次年度以降のWT

No. 大分類 小分類 課題概要 検討方針 検討結果 標準仕様書への反映

問題への

解決方法

解決⽅法実現に

向けた課題

仕様書

への

反映方法

現在起きている業務の問題 問題の原因（事務局想定） 問題の区分 業務効率化・改善の観点 問題点・課題の解決策（案）

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す⼿段が無い
事務処理・業務の⽅法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにし、事

前のメモ作成を不要にする

個人情報の持ち出しについて、タブレット端末を活用して生活保護システムに

アクセスできる。（紙書類を持ち出すことによる個⼈情報の流出が⽣じな

い。）

紙資料での持ち出しは個⼈情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の⽅法の問

題

業務実施体制の⾒直し

（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【紙資料の継続利⽤】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個⼈情報の管理（考え⽅）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

訪問予定の調整の手段が、電話や手紙等の限られた手段しかない
事務処理・業務の⽅法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【効率的な訪問⽇程調整】

訪問日の日程調整をシステム等の電話や手紙以外の手段で出来るように

する。

訪問⽇程の調整をシステム等で事前に⾏うことで不在訪問数が減り、再訪

問のための時間が取られなくなることにより、業務が滞ることが少なくなる。

訪問前の当日の在室確認における双方向の連絡手段が電話以外に無
く、被保護者が電話に気づかない場合などは、訪問しないとケースワーカー

は被保護者の不在を把握できないため

事務処理・業務の⽅法の問

題
システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【効率的な訪問⽇程調整】
訪問予定をシステムで通知する

（被保護者の携帯端末等にプッシュ型で通知する。）

訪問⽇程の調整をシステム等で事前に⾏うことで不在訪問数が減り、再訪

問のための時間が取られなくなることにより、業務が滞ることが少なくなる。

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す⼿段が無く、システムが保有す

る被保護者の情報を紙資料や画⾯で訪問先で閲覧できない

事務処理・業務の⽅法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにする

タブレット端末を活用して生活保護システムにアクセスできることにより、問い合

わせに対してスムーズに回答ができる。

紙資料での持ち出しは個⼈情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の⽅法の問

題

業務実施体制の⾒直し

（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【紙資料の継続利⽤】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個⼈情報の管理（考え⽅）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

第1回WT ケースワーク①（訪問関連） 4
企業によっては、給与明細等が電子データ化されているケースがあり、その電子

データを紙に印刷してから提出させることは市⺠サービスの低下となっている

電子データを紙で印刷して提出させているのは、福祉事務所側が申請を受

け付けるための⽅法が、紙資料提出以外にないため

事務処理・業務の⽅法の問

題

システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【申請方法のオンライン化】

電子申請が可能なシステムの構築を検討する

持参、郵送以外の申請手段を用意することで、被保護者がいつでも申請が

可能となる。

ベテランケースワーカーが持っている被保護者とのかかわり方のノウハウが福

祉事務所全体の集合知として蓄積されていない CWの役割・能⼒の問題
システム化

（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【ケースワーカーの被保護者応対支援】
ノウハウを蓄積したチャットボットなどのツールやシステムを導⼊し、職員が不

明点は都度質問を⾏うことが出来るようにする。

システム化により職員の能⼒差をフォローすることが可能となり、業務効率が改

善する。（被保護者への⾏政サービスも⼀定程度の質が担保される）

ベテランケースワーカーが持っている被保護者とのかかわり方のノウハウが福

祉事務所全体の集合知として蓄積されていない CWの役割・能⼒の問題
業務実施体制の⾒直し

（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【CWの教育体制・⽅法の⾒直し】

ベテランケースワーカーのノウハウを共有する勉強会、ベテランケースワーカー

がメンターとして新任ケースワーカーの指導教育を⾏う体制を構築する

ノウハウの共有により、職員の能⼒が⼀定程度の均⼀化され、業務の処理時

間が⼀定となることで、過度な時間外労働を⾏う職員が少なくなる。

⽣活保護制度への理解・被保護者とのかかわり⽅等の必要な能⼒の獲得

について、職員個⼈の努⼒に依存している
CWの役割・能⼒の問題

業務実施体制の⾒直し
（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【CWの教育体制・⽅法の⾒直し】
職員がケースワーカーとして必要な能⼒を得ることが出来る組織的な教育

体制を構築する

組織的な教育体制により職員の能⼒を均⼀化出来ることで、被保護者に提

供する⾏政サービスについて⼀定程度の質が担保される。

第1回WT ケースワーク①（訪問関連） 6
⽣活保護業務の制度改正が⽣じた際、制度改正直後だと、制度の理解等が

未熟なため、対応に苦慮する

制度改正等の通知を福祉事務所内で回覧するのみで、どのように改正内

容を理解するのか、改正内容を実務にどのように反映させるのか、被保護

者にどのように改正内容を説明するかについて各ケースワーカーの努⼒に依

存している

事務処理・業務の⽅法の問

題

業務実施体制の⾒直し

（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【制度変更に対する組織的な検討体制の構築】

法制度改正への対応⽅法の検討、実務への反映⽅法、被保護者への内

容説明を組織的に検討する体制を構築する。

組織的に制度改正への対応⽅法、実務への反映⽅法、被保護者の説明

内容を検討することで、被保護者に提供する⾏政サービスについて⼀定程度

の質が担保される。

被保護者の情報を紙資料以外で持ち出す⼿段が無い
事務処理・業務の⽅法の問

題
システム化
（新技術の採用の検討・帳票のシステム化・手作業のシステム化）

【タブレット端末の活用】

タブレットから生活保護システムが保有する情報を参照できるようにし、事

前のメモ作成を不要にする

個人情報の持ち出しについて、タブレット端末を活用して生活保護システムに

アクセスできる。（紙書類を持ち出すことによる個⼈情報の流出が⽣じな

い。）

紙資料での持ち出しは個⼈情報保護の観点で制限がある
事務処理・業務の⽅法の問

題

業務実施体制の⾒直し

（業務処理の分担⾒直し・制度改正への対応⽅法や検討の仕⽅の⾒直

し・組織的な⼈材育成体制の確⽴の検討）

【紙資料の継続利⽤】

紙資料を継続して持ち出す場合は、個⼈情報の管理（考え⽅）に関す

るガイドラインを検討し直し、紙資料の適切な持出ルールを定める

紙書類として持ち出すことが可能な情報を整理し、システム化をしない場合で

も、被保護者の情報の持ち出しを可能とする。

第1回WT

第1回WT

第1回WT

第1回WT

第1回WT

新任とベテランのケースワーカーでは、能⼒（被保護者とのかかわり⽅・法制度

理解）に差があり、業務処理時間にムラが⽣じている

個人情報等の持ち出し/持ち帰りの対応に苦慮している1ケースワーク①（訪問関連）

訪問等の⽇程調整が難航する点や被保護者が不在で業務が滞ることがある

生活保護システムの情報を持ち出すことができず、訪問時における問い合わせ

対応がスムーズに実施できないことがある

ケースワーク①（訪問関連） 2

ケースワーク①（訪問関連） 3

ケースワーク①（訪問関連） 5

ケースワーク①（訪問関連） 7

解決策の実施後の生活保護業務の姿

（案）

問題 効率化・改善
WT回 WTテーマ No

訪問先の地図情報や生活保護システムの情報の事前メモ作成に時間を要して

いる
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 今年度の検討会の議論や標準化移⾏期限が間近となっていることを踏まえて、次年度の検討事項（事務局案）
を整理しましたので、ご意⾒があればお聞かせください。
要対応事項 検討の進め方対応事項の詳細 改版時期（想定）

3.次年度の検討事項

3.1. 次年度の検討事項（事務局案）
議論資料

No

2

1

3

eLTAXを活⽤した
公⾦収納への対応

• 令和7年1⽉上旬に検討会オブザーバーベンダを中⼼にして、

納付書のレイアウトについて協議を⾏います。協議結果を踏ま

えて、令和7年5⽉上旬頃に全国意⾒照会を実施し、標準

仕様書の改定を⾏います。

• eLTAXを活⽤した公⾦収納の機能要件について、総務省か

らの提供資料を⽤いて検討します。

• オブザーバーベンダから、⽣活保護独⾃の納付書のレイアウト定義

について要望があったため、レイアウトの検討を⾏います。

• 総務省から、eLTAXを活⽤した公⾦収納について機能実装の要

望があったため、機能要件の追加を検討します。 （コンビニ収納

に関する機能要件も検討する想定）

• 効率化・改善された⽣活保護業務実現のための解決策、解

決策実現に向けた課題・制約事項への対応について議論しま

す。

• 複数の福祉事務所に現地調査等を⾏い、業務実態の把握、

効率化・改善された⽣活保護業務を実現するためのデジタル

技術（機能要件）の効果検証を⾏う想定です。

未来の業務のあり方
WT

• 令和6年度のWTで議論を踏まえて、効率化・改善された⽣活保

護業務を実現するための対応方法について、どの様に標準仕様

書に反映するか、いつ標準仕様書を改定するかについて議論を⾏

います。

令和7年8⽉末

改版時期未定

法制度改正に基づく
改版対応

• 法制度改正について、改正内容と標準仕様書への反映要否

を確認した上で、令和6年度と同様に検討会のオブザーバーベ

ンダを中⼼に事前の意⾒収集を⾏います。その後、全国意⾒

照会と検討会での承認を経て標準仕様書を改定します。

• 法制度改正内容に応じて標準仕様書を改定します。

• 現時点想定の法制度改正は、みなし介護機関の連携範囲の拡

⼤（R8.4施⾏予定）、⽀払基⾦の名称変更（施⾏⽇未定）

です。

令和8年1⽉末
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3.次年度の検討事項

3.2. 次年度の検討事項（事務局案）

n （前項の続き）

要対応事項 検討の進め⽅対応事項の詳細 改版時期（想定）No

6

5

標準化PMOツール
への問い合わせ内
容を踏まえた仕様書

改定

• 標準化PMOツールを通じて寄せられた意⾒等について、標準

仕様書の改定要否を検討し、必要に応じて標準仕様書の改

定を⾏います。

• 標準化PMOツールへ問い合わせがあった内容について、標準仕

様書の改定要否を検討します。
令和8年1⽉末

• 連携先システムと機能要件、連携手法、インターフェース等を

調整し、標準仕様書を改定します。

（※閣議決定上はR7年中に結論が出る想定です。その結果に

基づいて改定要否、改定内容を検討する想定となります。）

地⽅分権提案に
基づく仕様書の改版

• 被保護者の受給している年⾦情報の連携に関する機能を検討し、

標準仕様書を改定します。
令和8年1⽉末

医療扶助
オンライン資格確認

• オンライン資格確認の受託事業者と事務局にて、追加する機

能要件等の調整を⾏います。

• 調整結果について、全国意⾒照会を⾏ったうえで標準仕様書

の改定を⾏います。

• 次年度において、保護課医療係がオンライン資格確認に係る調

査・研究を実施する予定のため、医療係における検討結果を踏ま

えて標準仕様書の改定を⾏います。

令和8年1⽉末4

議論資料
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3.次年度の検討事項

3.3. 次年度の検討事項（事務局案）

n （前項の続き）

9

8

要対応事項 検討の進め⽅対応事項の詳細 改版時期（想定）No

データ標準レイアウト
改版に伴うシステム

改修検討

• 検討会オブザーバーベンダーに対して、システム改修の内容を

確認し、運用保守の範囲で対応する想定か、システム改修と

して自治体に費用請求する想定かを確認し、確認結果を踏ま

えて、自治体への周知や支援を検討する想定です。

• 番号法改正に基づいて、データ標準レイアウトが改版されることに

なりましたが、標準準拠システムに移⾏した⾃治体はデータ標準レ

イアウト改版に伴うシステム改修にどのように対応するのか、確認す

る必要があります。

• 確認結果を踏まえて、厚⽣労働省としてどのように周知・⽀援を

⾏うのかを検討する必要があります。

改版不要

• 富⼠通Japan社、法研社に対して確認をした結果、⽣活保

護レセプト管理システムを中国残留邦⼈⽀援給付のレセプト

事務に⽤いることが可能であることが分かっています。

• デジタル庁に対しても標準準拠システムを標準対象外の事務

にそのまま⽤いることが可能か確認を⾏う必要があります。

中国残留邦⼈⽀援
給付事務における

⽣活保護版レセプト
管理システムの使⽤
可否の検討

• 従来は、中国残留邦⼈⽀援給付と⽣活保護において同じレセプ

ト管理システムを⽤いておりましたが、標準化移⾏後は、⽣活保

護レセプト管理システムを中国残留邦⼈⽀援給付事務に⽤いる

ことは想定されておりませんでした。

• ⼀⽅で、従来通り⽣活保護レセプト管理システムを⽤いて中国残

留邦⼈⽀援給付の事務を⾏うことを希望している⾃治体もおり、

⽣活保護版レセプト管理システムを中国残留邦⼈⽀援給付に

使⽤することの可否について検討が必要となりました。

改版不要

7

• 標準化PMOツールの意⾒、デジタル庁による特定移⾏⽀援シ

ステムの調査状況、検討会自治体委員のヒアリング等を通じ

て特定移⾏⽀援システムの状況、課題を把握します。

• 障害者福祉や介護保険等の他の標準対象業務の状況を踏

まえて、⽣活保護システム標準仕様書の有識者検討会として

の支援策を検討します。

特定移⾏⽀援
システムに該当する

⾃治体の⽀援

• 令和7年度末の標準準拠システムへの移⾏に向けて、現⾏事業

者がシステム開発から撤退してしまう、事業者の体制確保が困難

である等が理由で、標準準拠システムへの移⾏が出来ない⾃治

体への⽀援を検討します。

改版要否未定

議論資料
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